
１． 総  論

１．  平成２８年度主要施策について  

〈国の予算〉  

我が国の経済は、経済財政政策の推進により、雇用・所得環境が改善し緩やかな景気

回復基調が続いているとされる中、平成 28 年度の国の予算では「経済・財政再生計画」

の着実な推進、「まち・ひと・しごと創生法」の推進や「１億総活躍社会」の実現とＴＰ

Ｐへの対応を基本に編成された。  

しかしながら、混とんとする中東情勢や中国をはじめとする新興国の経済成長の減速

等に加え、イギリスのＥＵからの離脱の動き、アメリカのＴＰＰ交渉の脱退の動きとい

った新たな動向の影響により国の経済状況の先行きも混とんとした情勢となった。  

また、政府は社会保障の安定財源の確保等のための消費税率 10％への引上げの時期を

平成３０年１０月に再延期し、このことにより、社会保障・税制改正、介護・子育て支

援など抜本的制度改革の道筋の見直しが余儀なくされることなり、地方財政への影響も

心配されるところである。

このような情勢の中で編成された国の平成 28 年度一般会計の規模は、平成 27 年度当

初予算比 0.4％増の 96 兆 7218 億円となり過去最大を更新した。また、平成 27 年度補正

予算 3.3 兆円と合わせた予算規模は 100 兆円超となった。  

〈地方財政計画〉  

政府は、平成 27 年 12 月 24 日に閣議決定した平成 28 年度予算編成基本方針の中で、

地方の税収動向等も踏まえ歳出特別枠や地方交付税の別枠加算を見直すなど、歳入面・

歳出面における改革を進め、できる限り早期に財源不足の解消を目指し財政の健全化を

図る方針を打ち出した。

また、国の歳出の取組と基調を合わせ、地方財政計画の計上の見直しを行いつつ、必

要な課題の財源を確保することでメリハリを効かせ、歳出の効率化・重点化を図るとと

もに、地方の安定的な財政運営に必要となる地方の一般財源の総額については、平成 27
年度の水準と同水準を確保した。

この結果、地方財政計画の規模は、85 兆 7593 億円（前年比 0.6％増）となり、この内、

一般財源の総額は地方創生の財源等を上乗せして 61 兆 6792 億円（前年比 2.0％増）で

平成 27 年度の水準を上回る額が確保された。しかし、国の一般会計が、赤字国債の発行

を通じ次世代に負担を先送りする構造となっており、地方への影響も懸念されるところ

である。  

歳入では、地方税が 38 兆 7022 億円（前年比 3.2％増）の 6 年連続の増収となる中で、

地方交付税は、別枠加算 2,300 億円を含む 16 兆 7003 億円（前年比 0.3％減）と減少を

最小限にとどめ、赤字地方債である臨時財政特例債を 3 兆 7880 億円（前年比 16.3％減）

と大幅に抑制した。  

歳出では、２７年度に続きまち・ひと・しごと創生事業費で１兆円を計上し、歳出特

別枠の「地域経済基盤強化・雇用対策費」は 4450 億円（ 4000 億円減）となったが、こ
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れは、重点課題対応や公共施設の老朽化対策のための経費への振替のためで実質的には

前年度と同水準を確保する結果となった。  

〈町の予算〉  

当町においても急速に進む少子高齢化と過疎化、地場産業の低迷と後継者の不足、加

えて梨子沢を中心とする南木曽町豪雨災害の影響により厳しい経済・社会情勢となって

いる。こうした状況にあって町の行財政運営は、景気低迷により自主財源は伸び悩み、

地方交付税に依存せざるを得ないという状況や、社会保障関係経費の増加などにより財

政の硬直化を一層招き、厳しい状況が続いている。  

このような中、行財政運営の指針である「第９次南木曽町総合計画」（平成２５年度

～平成３４年度）、「第２次南木曽町自立推進計画」 (平成２２年度～平成２８年度）を

基本に「笑顔こぼれるまち」自然・文化が育む活力あふれるまちをめざして、行財政改

革に取り組みながら様々な事務事業を推進してきた。  

さらに、まち・ひと・しごと創生法に基づき、「人口減少の歯止め」と「人口減少社

会の中での幸福な暮らしの維持」という２つの視点について、集中的に展開していくた

めに地方創生総合戦略に基づく事業の展開を目指した。

平成 28 年度一般会計当初予算は、町長・町議会議員選挙を控えていたことから、骨

格型予算編成となり、３６億２８００万円で前年比２億２４００万円、５．８％の減と

なった。特別会計７会計の合計額は、１０億８５５６万円で前年比８５７万円、０．３％

の増となった。当初予算における実施計画２１４事業の予算化は、前年度繰り上げ計上

が 1 事業、当初計上が１５９事業、一部計上が２０事業となった。残る３５事業が補正

予算対応となった。  

このほか、平成２７年度事業のうち、一般会計では町道改良、災害復旧事業など２８

事業、２億５８６９万円が平成２８年度に繰越された。簡易水道特別会計においても統

合認可設計、水道施設災害復旧事業で３６２０万円が平成２８年度に繰越となった。  

その後、新しい町長体制での補正予算により、一般会計の最終予算は４０億１７８５

万円で前年度の最終予算に比べて２２７３万円の増となった。  

なお、一般会計では社会保障・税番号制度事業、宅地造成候補地調査、臨時福祉給付

金事業、生活排水対策経費、三軒家地区水源探査業務、観光施設管理経費、田立の滝遊

歩道整備事業、町道維持補修事業、町道下山線舗装事業、町道与川線改良事業、町道上

の原線改良事業、橋梁補強事業、河川整備事業、公営住宅改修事業、公営本町団地排水

修繕。放課後子ども教室建設事業、農林水産施設災害復旧事業（３事業）・公共土木施設

災害復旧事業（３事業）など２２事業、２億３８６１万円が平成２９年度に繰越された。  

簡易水道特別会計においても大山低区配水管布設替え工事４６００万円が平成２９年度

に繰越された。  

なお、１０月からは重点事項に即応するため機構改革を実施したが、その概要は次の

とおりである。  

①重点施策への対応のためもっと元気に戦略室の新設

②子育て支援部門を教育委員会部局へ移管し子どもすくすく係を創設

③福祉部門と保健部門に分かれていた保健師等について健康しあわせ係に一元化
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④税収増加にむけ、総務課から税務係を分離し会計室と統合し税務会計課を創設

平成２８年度に実施した主要な施策・事業（平成２７年度繰越事業を含む。）の報告

については、平成２８年６月の町長の所信表明での「もっと  南木曽を元気に」を推

進するための４つの重点事項を次のように「第９次南木曽町総合計画」の施策体系区

分に整理したうえで記載する。  

①もっと  身近で・親しみやすい町づくり

みんなで支えあうまちづくり  

②もっと思い切り  定住化

安全安心なまちづくり、元気が出るまちづくり、快適で住み良いまちづくり  

③もっと育て「なぎそっ子」

みんなで支えあうまちづくり、教育の充実と健康のまちづくり  

④もっと健康に  ハッピーライフ

みんなで支えあうまちづくり、教育の充実と健康のまちづくり  

（１）安全安心のまちづくり  

災害復旧事業の推進に併せ、国の直轄砂防事業・国有林治山事業、県の治山事業・

砂防事業・急傾斜地崩壊防止事業・河川改修事業等を導入し治水・砂防・減災事業を

推進した。  

消防関係では、木曽広域消防との連携を強化するとともに、「消防団を中核とした

地域防災力の充実強化に関する法律」に基づき処遇の改善や装備の充実を図り、災害

時の情報伝達手段を確保する防災無線のデジタル化に対応するため、中継局の整備を

実施した。また、木曽郡ポンプ操法・ラッパ吹奏大会で第１分団３部が第２部小型ポ

ンプ操法の部で優勝し、２年連続で県ポンプ操法大会へ出場した。  

自主防災組織と住民の防災力の向上のため、９月４日町の防災訓練に併せて木曽地

区災害時医療救護訓練を実施した。  

防犯対策・交通安全対策では、それぞれ防犯協会・交通安全協会と連携し、防犯指

導・交通指導等を行った。また、国道 19 号・国道 256 号・主要地方道の道路防災事

業が国県により実施された。  

環境保全では、地域の良好な景観の保全と町民の安全で安心な暮らしの確保を目的

とする「南木曽町空家の適正管理に関する条例」及び空家の有効活用を目的とする「南

木曽町空家利活用推進補助金」の制度を活用して、「南木曽町空家等バンク」ととも

に事業を推進した。また、道路周辺等の危険木・景観支障木の伐採を行ったほか、「美

しいまちづくり条例」を基本として、不法投棄の防止活動、町内一斉清掃、ポイ捨て

防止パトロールを行った。  

リニア中央新幹線については、事業に伴う住民リスクの低減を図るため「南木曽町

リニア中央新幹線対策協議会」を中心に JR 東海との交渉を続けている。  

２８年度には、水環境の保全のための調査にかかるとともに、残土置き場の候補地

等についての対応を行った。対策協議会では、工事実施前に環境保全措置等について

協定書の締結を求めているが、JR 東海からは明確な回答が得られていない。今後とも

粘り強く交渉を続けていく必要がある。  

3



国土調査関係では、引き続き田立大野正兼地区の山林の調査を実施した。  

（２）元気が出るまちづくり  

引続き「地域おこし協力隊」事業を導入し、都市部の優秀な人材の誘致と定住、

地域住民と一体となった地域振興に取り組んだ。コミュニティスペース「ミンツク」

を活用した各種イベントの実施や伝統工芸、郷土料理の調査、新たな特産品開発調

査を通じての町の魅力発信や空家を活用した農家民宿の準備、旧田立小学校を活用

したなぎのこマルシェ、技能を生かした「鍛金」教室等を行った。今後は起業して

の定住を図る。  

町ホームページについては、若い世代の移住定住を促すため、移住定住に特化し

たコンテンツ構築及びスマートホン対応により、利便性の向上を図った。  

ふるさと南木曽応援寄付金（ふるさと納税制度）においては、寄付者に対し些少

のお礼として町内の特産品をお返している。町ホームページへの掲載、物産展での

チラシ配布等でＰＲ活動を行った。  

農業の振興では、中山間地域等直接支払制度が進められ、多面的機能支払交付金

事業とともに農道・水路の維持管理が行われた。  

農産物振興では、農産物直売用備品購入、ヒペリカム、芍薬の試験栽培、和牛素

牛の導入補助を実施したほか、引き続き軽トラ市場なぎそグリーンマーケットの実

施と学校給食食材提供事業により地産地消に取り組んだ。  

農業基盤整備では、土地改良施設維持適正化事業で蘭地区の本原水路を整備した。

また、農業用水路を利活用した小水力発電の調査では、細の洞水路の概略施工計画

を策定し、事業採択に向けた準備を進めた。  

林業振興では、全国植樹祭が長野県開催となったことから、県民植樹木曽会場と

して吾妻漆畑地区で木曽郡植樹祭と町植樹祭を開催した。また、長野県の仲介によ

り福澤桃介が創業者である名古屋市の大同特殊鋼株式会社と森林（もり）の里親契

約を締結し、「だいどうの森」として天白町有林が整備されることとなった。  

民有林整備では、民有林整備計画基礎調査を実施し、今後の計画立案に必要とな

る基礎データを収集した。また、日陰ボケ町有林で搬出間伐を実施した。  

森林病害虫対策では、引き続き松くい虫防除対策、カシノナガキクイムシ対策を

実施し、松くい虫被害の北上防止と生活道路周辺の危険木伐倒等を行った。  

有害鳥獣駆除対策では、有害鳥獣駆除対策協議会での実施計画に沿って猟友会を

中心に有害鳥獣の駆除を実施した。  

商工関係では、中小企業雇用確保支援事業で都市部からのＵＪＩターン希望者を

南木曽に招き事業所との面談や体験会を行った。南木曽駅の窓口業務では引き続き

ＪＲから受託し発券業務を行った。  

観光関係では、ミツバツツジ祭、工芸街道祭、観光パンフレット作成等のソフト

事業を実施したほか、木曽地域・中津川伊那地域との広域観光連携の取り組みや日

本で最も美しい村連合等の活動に参加してＰＲ活動を行った。  

観光案内では、外国人観光客の受け入れ強化を図るため、案内板への英語表記の

記載や町観光協会公式ホームページの英語版、スマホ英語版対応等のリニューアル

4



を行った。  

観光施設整備では、田立の滝と南木曽岳の登山道整備、与川歴史の道トイレ整備

を行った。  

地域交流では、木曽広域連合と連携した木曽川上下流交流、愛知県長久手市との

交流、日本で最も美しい村連合との交流を図った。長久手市とは新生児祝い品事業

を引き続き実施した。  

（３）みんなで支えあうまちづくり  

住民の皆さんと共にみんなで支えあるまちづくりを進めるため、地域福祉計画（高

齢者福祉計画・障害者福祉計画・子育て支援事業計画等）を指針として関係機関と

連携しながら各種事業を実施した。  

老人福祉では、在宅福祉事業のほか、養護老人ホームへの措置入所を行った。  

介護保険では、木曽広域連合の第６期介護保険事業計画に基づき介護サービス事

業を実施した。社会福祉協議会と連携して介護予防サポーター・地域支えあい担い

手を養成し、地域ごとのサロン事業の拡充や地域支えあい担い手組織を立ち上げた。 

また、地域包括ケア体制の構築では、町内外の介護保険事業所や居宅支援事業所、

医療機関等との定期的な会議や検討会などを開催し連携を図った。  

障害者福祉では、「就労支援事業所Ｂ型ひだまり工房」への運営補助、「地域活動

支援センター萬屋」の運営委託などによる障害者総合支援事業を実施した。また、

「自分たちの町でくらす行動計画」による障害者グループホーム「すみよし」が開

設された。  

児童福祉では、蘭保育園耐震改修等工事を実施し、町内３保育園の改修が完了し

た。保育園保護者の経済的負担を軽減する「すこやか子育て支援事業補助金」を継

続して実施したほか、未就園児とその保護者への支援策として、「おやこのひろば」、

「保育園開放」、「各種子育て講座」などを企画・開催した。  

今後、少子化が進むなか、未満児保育等も含めた保育サービスのあり方、子育て

支援策全般について検討していく必要がある。  

活発なコミュニティ活動では、協働のまちづくりを推進するまちづくり会議や各

地区地域振興協議会との連携を図るとともに、地域づくり計画に基づいたまちづく

り活動に対して、地域づくり事業支援補助金による助成を行った。  

（４）教育の充実と健康のまちづくり  

地方教育行政の組織及び運営に関する法律の改正により、７月から新たな制度の

下での新教育長を配置した。  

学校教育の充実では、地域・学校・家庭との連携を図りながら、教育環境の整備、

教育内容の充実に努めた。  

小中学校では、引き続きセカンドブック・サードブック事業を実施し、町の全額

負担による地元産米活用補助金を継続した。  

生涯学習・社会教育関係では、各種学級講座、芸術文化活動、公民館活動、生涯

スポーツ活動等を幅広く実施した。また、総合型地域スポーツクラブは、法人化に
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向けた検討・準備を進め、放課後こども教室は、新たに小学校敷地内に新設するこ

ととなった。  

文化財・保存事業関係では、４月２５日に「木曽路はすべて山の中～山を守り  山

に生きる～」として木曽地域全体が日本遺産の認定を受け、協議会による活動が始

まった。また、中山道「歴史の道」の整備、妻籠宿保存地区における重伝建保存事

業等を進めた。  

生涯健康づくりの推進では、地域福祉計画（健康づくり計画等）を指針として関

係機関と連携しながら各種事業を実施するとともに、がん検診や特定健康診査等の

受診率向上のため受診勧奨に努めた。  

子どもの感染症予防対策として引き続き定期予防接種を行い、高齢者の感染症予

防対策としてインフルエンザ・肺炎球菌予防接種を実施した。任意接種である成人

の風疹予防接種に加えて小児のおたふくかぜとインフルエンザへの助成を拡大し、

新たに不妊治療費助成事業を開始した。  

子育て支援では、高校生までの医療費無料化を引き続き行うとともに、家庭訪問

や健康相談、各種子育て講座を開催した。成人保健では、基本健診・各種がん検診

等を実施した。  

ただ、中津川市で公立病院改革プランが示され、坂下病院の在り方が大きく変わ

ることとなり、負担の在り方を含め町の地域医療そのものを根底から見直すことが

求められている。  

（５）快適で住み良いまちづくり  

道路交通関係では、町道の改良工事３路線（繰越事業含む。）・町道の舗装工事３

路線（繰越事業含む。）・道路防災工事・待避所設置工事（繰越事業含む。）・ガード

レール設置工事等を実施した。橋梁の長寿命化計画では、 74 橋の橋梁点検、補強

工事８橋（繰越事業含む。）及び次年度以降の測量設計３橋を行った。また、国道

１９号・２５６号、主要地方道中津川南木曽線・中津川田立線・木曽川右岸道路整

備等について、近隣市町村と連携し整備促進を図った。河川整備では、河川の支障

木伐採、堆積土除去を行った。  

公共交通機関である地域バス運行では、観光客の増加やＪＲ東海のパック商品等

の売上増により、馬籠線の利用者が大きく伸びた。また、利用者の負担の軽減を目

的に田立線に乗り継ぐ場合の乗継割引を継続実施した。  

住宅対策では、引き続きリフォーム補助事業、木造住宅耐震診断を実施したほか、

町営等住宅の維持管理に努めた。  

水道関係では、小規模簡易給水施設の設備更新等に助成したほか三軒家地区の水

源調査を進めた。  

簡易水道事業は経営認可申請を行うとともに法適化に向けた経営戦略の策定を行

った。で下水道関係では、引き続き浄化槽市町村整備推進事業を進めるとともに、

妻籠公共下水道・蘭農業集落排水施設の長寿命化計画を策定した。  

ごみ処理関係では、木曽広域連合が計画している新ゴミ処理施設の建設が開始と

なり負担するとともに、一般廃棄物処理基本計画に基づき、ごみの減量・再資源化
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に取り組んだ。  

地球温暖化対策の推進では、自然エネルギー木曽地域協議会と連携し自然エネル

ギーの普及啓発を行うとともに、小水力発電施設の導入に向けた研究を行った。  

（６）健全財政のまちづくり  

事務事業の効率化では、木曽広域連合や加盟する一部事務組合、木曽下伊那・中

津川県際交流協議会、各種同盟会等における広域行政の取り組みを継続し、行財政

運営の効率化を図った。  

庁内ＬＡＮのパソコンを計画的に更新するとともに、庁内Ｗｅｂによる情報の共

有化・電子化を推進したほか、社会保障税番号制度の施行に伴う各種システム改修

を行った。また、土地家屋評価事務取扱要領を作成し事務の効率化に努めた。  

地方公務員法の改正に伴い人事評価制度の導入を図るとともに人事評価に関す

る研修を実施した。  

財政の健全化では、有利な交付税措置が期待できる起債の発行に努めるとともに、

臨時財政対策債の発行を抑制し後年度の財政負担軽減に努めた。ただ、広域クリー

ンセンター改修、防災無線のデジタル化等大型事業等により一時的に町債発行額が

大きくなることから複数年での平準化を検討する必要がある。  

また、将来の公債費負担や公共施設整備、住宅施策等に備え減債基金、ふるさと

振興基金、公共施設総合管理基金、子育て基金及びユー・アイ住宅基金への積立て

を行った。  

また、公共施設に維持管理・改修等を計画的に進めるため、公共施設総合管理計

画を策定した。  

(別   表 )  各 会 計 予 算  総 額       （単位：千円）  

会     計     名  
歳入歳出予算総額  

当    初  最    終  補正増減  

一般会計  3,628,000 4,017,856 389,856 

国民健康保険特別会計  566,467 564,383 △ 2,084 

簡易水道事業特別会計  167,520 176,030 8,510 

町営妻籠宿有料駐車場特別会計  37,142 42,281 5,139 

下水道事業特別会計  73,103 83,492 10,389 

農業集落排水事業特別会計  73,319 80,556 7,237 

浄化槽市町村整備推進事業特別会計  90,949 88,605 △ 2,344 

後期高齢者医療特別会計  77,060 73,841 △ 3,219 

  特別会計合計  1,085,560 1,109,188 23,628 

合     計  4,713,560 5,127,044 413,484 

※繰越事業分は除く  
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２．平成２８年度決算について（地方財政状況調査でみる普通会計の状況）

地方財政状況調査（決算統計）については、他町村との統一性を図るため、

各科目間の調整を行っているので一般会計の決算額とは異なっている。

（１）歳入の状況

歳入決算額は、４，０４１，０２２千円（▲０．２％、７，３０４千円の減：

対前年度比較、以下同じ。）となった。

 町税は、全体で５７７，４４３千円（▲２．７％、１６，１０２千円の減）

となった。各税目での増減内訳は、町民税で個人住民税が１，１５０千円の減、

法人住民税が５，３１０千円の増となった。

固定資産税は、２０，８８９千円の減となった。

軽自動車税は１，５８５千円の増、市町村たばこ税は６９０千円の減、入湯税

は２６８千円の減となった。

地方譲与税は、４０，５３５千円（▲１．０％、３９５千円の減）となった。

利子割交付金は、４４０千円（▲３７．０％、２５８千円の減）となった。

配 当 割 交 付 金 は 、 １ ， ３ ５ ６ 千 円 （ ▲ ３ ０ ． １ ％ 、 ５ ８ ５ 千 円 の 減 ）、

株式譲渡所得割交付金は、７８２千円（▲６０．６％、１，２０４千円の減）

となった。

地方消費税交付金は、配分額の決定により８２，６０２千円（▲１３．３％、  

１２，６６９千円の減）となった。

自動車取得税交付金は、７，１９４千円（▲４．９％、３７３千円の減）とな

った。

 地方特例交付金は、住宅借入金等特別税額控除分の減収の一部を補てんするた

めの減収補てん特例交付金で１，０６９千円（▲１１．８％、１４３千円の減）

となった。

 地 方 交 付 税 は 、 普 通 交 付 税 が １ ， ７ ０ １ ， ６ ２ ７ 千 円 （ ▲ １ ． ６ ％ 、

２７，０６８千円の減）となった。

特別交付税は、１８７，３３７千円（▲１３．６％、２９，５４０千円の減）

となった。

 交通安全対策特別交付金は、５５２千円（▲１８．０％、１２１千円の減）

となった。

 分担金・負担金は、７，７８１千円（８５．２％、３，５８０千円の増）

となった。

 使用料は、新交通システム使用料、保育料、公営住宅使用料、博物館使用料、

町 有 土 地 使 用 ・ 道 路 占 用 料 等 で １ １ ２ ， ９ ８ ４ 千 円 （ ＋ １ ． ２ ％ 、

１，３３８千円の増）となった。

手数料は、戸籍関係手数料等で３，３８６千円（▲５．２％、１８６千円の減）

となった。
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 国庫支出金は、２５２，３０６千円（▲４．０％、１０，６０２千円の減）と

なった。

県支出金は、２６３，６７３千円（▲２６．４％、９４，４８６千円の減）

となった。主な増額要因は、農業用施設災害復旧事業補助金の減である。

財産収入は、１８，６００千円（▲２５．２％、６，２６６千円の減）となった。

寄附金は、ふるさと南木曽応援寄付金等で３，７０５千円（▲６０．３％、

５，６２８千円の減）となった。

繰入金は、９７，８２０千円（＋１２６．４％、５４，６１１千円の増）となっ

た。蘭保育園改修のための子育て基金の繰入による増である。

 繰越金は、２７年度からの繰越により１０５，７８５千円（▲１６．８％、

２１，３７９千円の減）となった。

諸収入は、１０７，９４５千円（▲１５．８％、２０，３２８千円の減）

となった。消防団詰所の移転補償等による減である。

 町債は、４６６，１００千円（＋６３．２％、１８０，５００千円の増）と

なった。

（２）歳出の状況

  歳出の決算額は、３，８８５，９７４千円（＋０．１％、５，４３２千円の増）

となった。

 性 質 別 決 算 で 見 る と 、 人 件 費 は 、 ６ ４ ６ ， ３ ０ ３ 千 円 （ △ ０ ． ９ ％ 、

５，４９８千円の減）となった。

 物件費は、５３３，９８１千円（＋１４．９％、６９，２９４千円の増）と

なった。森林整備計画調査、情報ネットワーク整備、地方創生加速化交付金事業、

植樹祭経費による増である。

 維持補修費 は、２９，５７０千円（＋２７．７％、６，４２３千円の増）

となった。分館等社会教育施設、観光施設等の補修費の増である。

扶 助 費 は 、 ２ ９ １ ， ２ ９ ７ 千 円 （ ＋ ７ ． ６ ％ 、 ２ ０ ， ５ ２ ３ 千 円 の

増 ）となった。臨時福祉給付金事業等による増である。

 補 助 費 等 は 、 広 域 連 合 及 び 一 部 事 務 組 合 負 担 金 や 各 種 補 助 負 担 金 等 で

５３９，２０９千円（＋２５．７％、１１０，２２４千円の増）となった。広域

クリーンセンター改修による負担金の増である。

 公 債 費 は 、 町 債 残 高 の 減 に よ り 、 ４ ４ ４ ， ３ ４ ７ 千 円 （ △ ６ ． ３ ％ 、

２９，６５５千円の減）となった。

 積立金は、１２１，６７０千円（▲４１．３％、８５，５６８千円の減）とな

った。ユーアイ住宅整備基金、子育て基金、公共施設整備基金、減債基金、ふる

さと振興基金積立の減によるものである。

投資・出資・貸付金は、貸付金のみ３３，５００千円（▲１９．２％、７，９

６８千円の減）となった。広域連合出資、住宅資金貸付金の減によるものである。

 繰出金は、４５７，６０５千円（＋１．７％、７，８２３千円の増）となった。

下水道繰出金は、起債償還経費分繰出金の減により減額、農集排特別会計繰出金
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は、維持管理費分繰出金の増により増額となった。簡易水道特別会計への繰出金

は、主に高料金対策費分繰出金の減により減額となった。駐車場特別会計への繰

出金は駐車場用地購入と妻籠宿保存事業経費の増により増額となった。

なお、介護保険事業については、広域連合事務であるため本来、補助費等に

振り替わるべきであるが、決算統計上は広域連合の介護保険特別会計へ各町村が

直接繰り出すという考え方のもと繰出金に計上されている。また、下水道事業

（汚泥集約センター）に係る広域連合負担金も下水道会計勘定での支出のため

繰出金としている。

 投資的経費（災害復旧事業費を含む）は、７８８，４９２千円（▲９．２％、

７９，７１６千円の減）となった。

（３）財政の状況

平成２８年度普通会計の歳入歳出の差引額は、１５５，０４８千円で、翌年度

へ繰越すべき財源８８，９０４千円を差し引いた実質収支額は６６，１４４千

円となり、前年度に対し５６，９９９千円の減となった。

これは、平成２７年度決算においては、前年度から繰越した災害復旧事業につ

いて、国県での事業採択等の調整により不用額が多かったことによるものであ

る。

＊経常収支比率

 歳入の経常一般財源である普通交付税は、対前年度２７，０６８千円の減、

地方消費税交付金は、１２，６６９千円の減となった。これにより、経常一般

財源収入は、５９，１３３千円減の２，４２９，８１５千円となった。

 これに対して、歳出の経常経費充当一般財源は、９，１６８千円減の２，０５

１，８７８千円となった。

この結果、経常収支比率は、対前年比１．６ポイント増の８４．４％となった。

＊実質公債費比率

実質公債費比率は、普通会計の公債費に特別会計に対する公債費繰出金、

一部事務組合等に対する公債費負担金、公債費に準ずる債務負担行為額を加え、

その団体のすべての実質的な債務額を基本として算出するものである。

 この比率が１８％を超えた場合は、町債発行については従来と同じように許可

が必要となり、加えて公債費適正化計画の策定が求められることとなる。また、

２５％を超える場合もしくは赤字比率が一定額を超える場合には、「財政健全化

団体」、３５％を超える場合には「財政再生団体」となり発行そのものについて

制限がかかることとなる。

当町の実質公債費比率については、３年平均で６．９％（２８年度単年度では

７．２％）となり、前年度に比較して０．２ポイントの減となった。
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＊財政力指数

 財政力指数は、２８年度は０．２３４（３ヶ年平均）となり、前年度に比較

して０．０ ０４ポイントの増となった。町税等の自主財源収入が低いため、

地方交付税等の依存財源に頼らざるを得ない町の現状を示している。

（４）財政状況の総括及び今後の対応

町の財政運営の基礎を成す自主財源である町税は、法人住民税が建設業を中心

に災害復旧事業により増収となったが、個人住民税、固定資産税等の減収がそれ

より大きく、全体として減額となった。

地方交付税は、人口の減少や算定方法の見直しにより相当程度減少していくも

のと見込まれるため、当町の財政運営は２９年度以降もさらに厳しさを増すもの

と推測される。

 こうした状況にあっても、自助、共助、公助による協働のまちづくりを推進し、

簡素で効率的な行財政運営を確立するとともに、行政サービスと住民の負担のあ

り方を再構築しながら、増大する住民ニーズに応えていくことが必要である。

そのためには、平成２９年度策定が予定されている「南木曽町総合計画」及び

「自立推進計画」により、計画に盛り込まれる事業に対処する財源の確保、将来

負担を軽減する公債費の繰上償還を進めるとともに、事務事業における経常経費

の削減と公債費の抑制を図り、自主財源の確保とその有効活用・重点配分に努め、

財政の健全化を進めることとする。
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（単位：百万円）
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歳入 4,720 4,704 4,989 4,911 4,325 4,959 4,722 4,748 4,106 3,862 3,830 4,176 3,828 3,456 3,609 4,364 3,946 3,772 3,570 3,768 3,892 4,048 4,041

歳出 4,687 4,576 4,934 4,847 4,186 4,902 4,669 4,705 4,065 3,827 3,719 4,141 3,757 3,392 3,511 4,239 3,804 3,645 3,458 3,588 3,724 3,881 3,886
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（単位：百万円） （単位：百万円）
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82 179 471 532 446 981 537 278 231 162 218 70 80 62 86 92 40 30 38 43 42 67 56
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経常収支比率の推移

６年 ７年 ８年 ９年 10年 11年 12年 13年 14年 15年 16年 17年 18年 19年 20年 21年 22年 23年 24年 25年 26年 27年 28年

人件費 26.0 25.9 27.6 28.5 28.6 27.6 25.6 24.0 24.0 29.2 27.9 25.5 23.8 21.8 20.9 20.3 21.1 23.0 22.5 21.5 22.9 22.6 23.1

公債費 20.6 21.7 23.9 25.5 27.6 28.4 28.5 30.5 30.0 33.9 32.7 31.8 28.1 26.4 25.2 23.7 22.5 22.2 20.8 19.5 17.9 17.7 17.9

経常収支比率 74.1 73.8 75.8 77.4 78.2 78.1 77.4 77.7 78.0 81.1 84.1 85.8 83.4 82.7 82.7 78.7 81.2 85.8 86.1 82.1 83.9 82.8 84.4
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（単位：百万円）
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標準財政規模＋臨財債 地方交付税 人件費 公債費

６年 ７年 ８年 ９年 10年 11年 12年 13年 14年 15年 16年 17年 18年 19年 20年 21年 22年 23年 24年 25年 26年 27年 28年

標準財政規模＋臨財債 2,422 2,556 2,626 2,715 2,798 2,777 2,762 2,682 2,508 2,353 2,303 2,322 2,314 2,361 2,558 2,613 2,642 2,595 2,557 2,692 2,612 2,673 2,584

地方交付税 1,793 1,902 1,960 2,029 2,108 2,152 2,130 2,017 1,910 1,750 1,731 1,722 1,734 1,761 1,878 1,929 1,940 1,942 1,936 1,941 2,001 1,946 1,889

人件費 722 763 827 865 896 909 828 792 823 824 739 668 683 620 612 621 626 645 634 614 659 652 646

公債費 503 576 665 805 913 906 914 881 863 846 791 784 765 776 730 736 624 589 552 580 487 474 444
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公債費比率・起債制限比率・実質公債費比率の推移

公債費比率

起債制限比率（3年平均）

実質公債費比率（単年度）

実質公債費比率（3年平均）

６年 ７年 ８年 ９年 10年 11年 12年 13年 14年 15年 16年 17年 18年 19年 20年 21年 22年 23年 24年 25年 26年 27年 28年

公債費比率 14.6 16.6 18.5 20.4 22.1 23.8 22.7 22.6 22.0 20.5 19.9 18.3 16.1 13.7 11.4 9.4

起債制限比率（3年平均） 8.6 9.6 11.0 12.0 12.6 13.3 13.6 13.9 13.7 13.6 13.5 13.9 13.4 12.0 10.2 8.4

実質公債費比率（単年度） 22.0 24.5 24.0 21.7 20.1 17.9 13.9 12.8 11.0 9.7 7.9 6.8 6.7 7.2

実質公債費比率（3年平均） 22.4 23.4 21.9 19.8 17.1 14.7 12.5 11.1 9.5 8.1 7.1 6.9

0.0
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平成17年度決算から実質公債費比率を採用することとなった。
公債費比率、起債制限比率は平成22年度決算統計から削除された。
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（単位：百万円）
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